

大阪府学校医等の公務災害補償に関する条例の改正（概要）

教育庁教職員室教職員人事課
■改正の理由

　　・公立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償については、「公立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償に関する法律（昭和32年法律第143号）」第４条第１項の規定に基づき、公務災害補償の範囲、金額及び支給方法その他補償に関し必要な事項は、政令で定める基準に従い、地方公共団体の条例で定めることとされている。
　　・一般職の職員の給与に関する法律等の一部を改正する法律（平成28年法律第80号）により、医療職俸給表（一）、（二）の改定が平成28年４月１日から適用されることに伴い、「公立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償の基準を定める政令の一部を改正する政令（平成29年政令第58号）により、学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の休業補償等の算定の基礎となる補償基礎額が引き上げられたため、当該補償基礎額に関し、所要の改正を行う。
　　・公立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償の基準を定める政令の一部を改正する政令により、学校医、学校歯科医及び学校薬剤師に扶養親族がある場合に補償基礎額に加えられる扶養加算額が改定されたため、当該扶養加算額に関し、所要の改正を行う。
■改正の内容
　①　休業補償等の額の算定の基礎となる補償基礎額の扶養親族に係る加算額を改定する。（第３条関係）

②　学校医等の公務災害補償の基礎となる補償基礎額を改定する。（別表関係）
■施行期日
　　・公布の日
　　　（理由）政令が既に施行されており、速やかに改正する必要があるため。
　　　　　　　ただし、①については、平成29年４月１日から適用し、②については、平成28年４月１日から適用する。
■政策アセスメント・制度間調整

　・補償基礎額について、財政課と調整済み
　・知事による教育委員会への意見聴取の予定（地方教育行政の組織及び運営に関する法律第29条）
